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１）本稿（上）の補足と1982年憲法の原点その１・その２－憲法の目的か手段か
　この研究ノートの後半（下・完）では、これまでに前半の（上）で掲げてお
いた1982年中国憲法の６つの原点を中心に、精粗の差はあるものの逐一みてい
くことになるが、それはおおよそ下記の６点である。すなわち、①全国人民代
表大会とその常務委員会の「二階建て」による「一院制」の堅持と強化（原点
その１）、②「政権」（権力・対外的には主権・国権）重視の「公民の権利」（義
務）観（原点その２）、③国家の中央軍事委員会による軍への「指導」の「創
設」（原点その３）、④最高法規性＝「最高の法的効力」をもった「国家の根本
法」である憲法の実施の保障（原点その４）、⑤民主集中制の一律実施から原
則的実施への「変容」（原点その５）、⑥いわば「党政分業」の「確立」による
「党国体制」の正規化（原点その６）の６つの論点である（１）。
本節では以上の６つの原点について、便宜的に２つの項に分けて国家機構の
問題を中心に（いわゆる「人権」の問題を含めて）できるだけ本稿（上）との
重複を避けながらそれらの限界を含め、具体的に論じていきたいと考える。そ
研究ノート
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れが本節の主な課題となる。
そのまえに、まず張友漁の「憲法理論の研究を強化する－全国新憲法理論討
論会における講話」という当時の一文などにより、1982年憲法の原点その１か
らその５にかんして、順不同でいくつかの重要な論点について補足的にふれる
ことからはじめてみよう。なお、原点その６については主として、次項や小結
でふれたい。早速それによれば、「わが国の建国以来、４つの憲法をもったこ
とがあ」り、「さらに憲法の役割を果たしたことのある『共同綱領』は数えず、
林彪がつくった正式には採択されなかったあの草案も数えない」とする（２）。
また原点その１にかかわって、「政治改革の面で、全国人大常務委の職権を
強くしたが、あるものは全国人大常務委が全国人大のうえに凌駕するのではな
いか、全国人大はカラになったのではないかと慮った」という点について張は
ともにそのおそれを否定している（３）。
つまり、「二階建て」の２階にその常務委があり、しかも１階の全国人大は
空き家ではないかということであろうが、もとよりそうした幾分うがった見方
自体はここでは型どおり一蹴されている。
そして、原点その４にもかかわって、「いかにして憲法の実施を保障するの
か」という重要な問題については、「1978年憲法および新憲法の初稿はただ全
国人大が憲法の実施を監督すると定め」ていたのよりは可としている（４）。
あきらかにこれは次善の策であったといえよう。つまり、後述の浅井の指摘
ともかかわって、そのめざすものはさしあたり全国人大常務委によるその実質
化である。
ついで、張友漁の「新憲法はわが国のもっともよい一部の憲法である」（1983
年７月）という当時の報告によれば、やや相対化してこう説明される。すなわ
ち、①「われわれのこの憲法は、社会主義の憲法であり、ブルジョアジーの憲
法ではない」（５）とその階級性を確認したうえで、1982「年の全国政法工作会議
紀要」では、もともと「六種類の独裁の対象を列挙し」ていたが（党「中央が
承認したその紀要」では）、「独裁の対象について列挙の方式を採用せず、とく
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に地主・富農分子というこの項を削除した」点が注目される（６）。
後知恵的な見方からすると、当時においてはこれがなによりも革新的かつ重
要な措置のひとつであったと筆者は考えているが、この点については（とくに
「党と国家の活動の重点」の問題などとの関連で）、さらに小結でふれることに
したい。
②ふたたび原点その４にかかわり、「この新憲法は全国人民代表大会が制定
したものであり、全国人民代表大会にはさらに憲法の実施を監督する職権もあ
る」として、「憲法を貫徹実施するには、まずはじめに全国人民代表大会自身
が率先して憲法を貫徹できることが求められる」とされている（７）。
ここで、全国人大自身のいわば自己貫徹がことさら強調されている点は示唆
的であろう。つまり、さきの「全国人大常務委によるその実質化」論と全国人
大自身のいわば自己貫徹論の結合がすでに垣間見られる点は重要である。ただ
し、年に１回の短期間の開催による「自己貫徹」だけでは、それも不完全燃焼
になりがちであろうが。
③次項の原点その３にかかわる「中央軍事委主席」の任期における連続三選
禁止規定の欠如については、「ひとつの軍事機構」の「主席」（議長）という「特
殊な状況」がことさら強調されている（８）。
すなわち、この軍事という重要な領域においてすでに国家「中央軍事委主席」
の特殊性に言及がなされているが、この点については、次項でその人事におけ
る兼任の問題を中心にくわしく紹介したい。
それも次項でみる原点その５にかかわるが、④「行政機関にたいする人大お
よび人大常務委の監督は裁判機関・検察機関の監督とくらべ、より多く、さら
に若干直接的であることが必要であり」、「新憲法第92条は国務院は人大・人大
常務委にたいして活動を報告する必要があると規定しているが、法院・検察院
にたいしてはかえってこのような硬性の規定を設けなかった」ので、「法院・
検察院の活動の性質の違いにより、活動報告を行ってもよいし、活動報告を行
わなくともよく、実際の必要にもとづき決定する」としたうえで、「人大・人
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大常務委はそれに報告を行うように求めることもできる」とする（９）。
民主集中制の一律実施から原則的実施にかかわる司法機関の独立性における
相対的な強化の「原点」もこの程度のきわめてあいまいなもの（いわば「軟性
の規定」）であったといわざるをえない。
さて、⑤原点その２にかんする「第二章の公民の基本的権利および義務」に
かかわって、「政法機関の主要な任務は人民を保護し、敵に打撃をくわえるこ
とである」としたうえで、「権利と義務の一致性」も強調されている（10）。まさ
しくそれは一面で人民民主独裁の要請そのものでもある。
くわえてここで迂遠なようだが、本節ではふたたび1982年憲法の原点を知る
うえで有益な草案段階の議論に一部立ち戻ってみることにしたい。そのさい、
張友漁の「憲法改正のいくつかの問題にかんして」という当時の一文が参考に
なる（11）。
それによれば、「五　人大常務委の権力を拡大する問題にかんして」という
個所では、①「全国人民代表大会および全国人民代表大会常務委員会がともに
国家の立法権を行使する機関であることを規定し」、②両者の「職権の範囲を
区分し」、「全国人民代表大会はさらにその他の重要な職権をも」つなどとされ
ている（12）。
とくにくり返しを恐れずにいえば、「人大常務委は『全国の総動員または局
部的な動員を決定する』、『全国または個別の省・自治区・直轄市の戒厳を決定
する』権限をもつ」などといった「これらの規定により人大常務委の権力はお
おいに向上し、外国の経常的に活動する議会に類似することをみてとることが
できる」と率直に認めたうえで、「このほかに、『憲法の実施を監督する』など
の権力のようなもともと人民代表大会の権力もいずれも人大常務委の担当に帰
したこと、これも実際の状況にもとづき制定されたものである」という（13）。
「外国の経常的に活動する議会に類似する」かどうかはさておき、二院制の
不採用ののち、二階建ての一院制を憲法実施の監督権限を含みつつも、全国人
大そのものではなく、その常務委の権限強化という形でつぎにみる一部の戒厳
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決定権の国務院への「下放」をのぞき、ひたすら志向したことにたいする、「実
際の状況」から出発したものという理由による正当化の意図がここにはっきり
とみてとれよう。
なお、「七　国務院の職権の問題にかんして」という個所では、1954年憲法
では全国人大常務委の職権であったはずの「『省・自治区・直轄市の一部の地
区の戒厳を決定する』というような重要な職権を増加した」とされる（14）。
さきに全国人大からその常務委への「権力」の再配分（集中）が問題とされ
たが、さらにとりわけ「省・自治区・直轄市の一部の地区の戒厳」決定権なる
ものにかんして、全国人大常務委から国務院への「権力」の「小出し」の再配
分がなされたことの重大性をここではけっして見落としてはなるまい。それら
が過度の権力の集中を排した適度な集中といえるかは、評価の分かれるところ
であろう。あるいはのちにみる高度の集中ということか。
そしてまた、張友漁の「実際から出発し、真剣に討論する－中国社会科学院
法学研究所が招集開催した憲法改正草案座談会における講話（摘要）」という
当時の論稿では、原点その１にかかわって、「人大常務委の権力を拡大する問
題にかんして」、「ある同志もかつて二院制をとるかどうかを建議した」が、（二
院制不採用が決定してのちの）「現在からみて、二院制をとることもわが国の
国情に合致しない」とここでは言い切っている。というのも、「二院制の最大
の役割は、まちがいなく相互に牽制し、相互に補うことにほかなら」ず、「目
下わが国の国家機構のなかに存在する問題は、互いに牽制するのが足りないと
いうのではなく、かえって事を処理するのを引き延ばすことであり、もし二院
制をとるならば、さらに両院の意見による牽制がくわわり」、「さらに引き延ば
されるように代わりうる」と（15）。
これはまさしく「外国の経常的に活動する議会に類似する」ことのほかに、
「人大常務委の権力」そのものの適度かつ高度の集中の必要性の強調といえよ
う。「三権分立」についてはもとより、議会制や二院制一般への上記のような
「拒否反応」はやはりここでも健在といえる。「両院の意見による牽制」を排除
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するための一院制の優位性がここで語られているが、問題は効率性の追求の優
先により、個人による独裁とともに、「権力」のいわゆる「過度」や「極度」の「集
中」を適切に排除できるのかという点にある。
くわえていうには、「今日の会議においてある同志が提起したように、人大
常務委の職権を拡大することは、全国人民代表大会の職権を削減してしまうの
かどうか。はては全国人民代表大会の職権を越えてしまったのかどうか」とい
う点について、ここでもくり返し張「は否定的な回答をしなければならないと
考える」とする。というのも、張によれば、「人大常務委の職権と役割を拡大
すると、かえって全国人大の役割を強化し、とくに全国人大の日常業務を強化
したことになり、これには非常によい所がある」とされているからである（16）。
そこでも、「全国人大の役割」や「日常業務」の強化のための「人大常務委
の職権と役割」の拡大が語られているわけである。まさしくそれは全国人大と
その常務委の間における後述の浅井のいういわゆる「無葛藤」論を前提にする
立論であろう。なお、この点については、のちにみる浅井による『中国憲法の
論点』における当時の指摘がことさら重要である（17）。
一方で、胡錦光・韓大元主編『中国憲法発展研究報告1982－2002』という
文献では、「序論」の「1982年憲法の発展」において、「憲法構造の発展」と
いう個所で以下の３つの重要な論点があげられている点が示唆的である。つま
り、そこでは、1982年憲法の原点その２にかかわる①「『公民の基本的権利お
よび義務』を『国家機構』のまえに置いた」点、②「国家主席の設置を回復し
た」点、1982年憲法の原点その３にかかわる③「中央軍事委員会を増設した」
点がそれぞれあげられている（18）。
①では、まず「国家における公民の地位」、つまり「公民は国家において主
として一種の積極的・能動的な地位に置かれている」とされ、さらに②と③で
は、「1982年憲法で設置された国家主席は、すでにもはや全国の武装力を統率
せず」、「党政不分」を避けるために、国家中央軍事委員会が置かれたとする（19）。
そこでも「党政不分」の回避のための「党政分業」の「確立」というレベル
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における国家中央軍事委員会の設置が語られているほか、のちに次項でみるよ
うに、それは実際の組織の構成レベルではかえって結果的には「党政不分」の
象徴のような位置づけともなっている。
なお最近の韓大元主編『中国憲法学説史研究』（上）（下）も注目される（20）。
さて本稿（上）の補足としてのまえおきはこれくらいにして、まずは、1982
年憲法の原点その１である全国人民代表大会とその常務委員会の「二階建て」
による「一院制」の強化から順番にみていこう。
　いよいよこの点にかかわっては、浅井敦の『中国憲法の論点』における「第
二部　中国憲法の論点」の「第三章　人民代表大会制」にかんする当時のする
どい指摘が今日においても重要であるのであえて忠実に引用してみよう（21）。
　その「一　『国家権力機関』の理論と形態」という個所で、「民主集中制」の
1982年現行憲法における概要にふれたうえで、こう問題を切り出している点
はやはり示唆的である。すなわち、「しかし中国憲法は、議会制度のすべてを、
とりわけ代表制度そのものを、否定するわけではない」として、「中国新憲法も、
独特の直接民主制的方法を若干の分野において補充的にとりいれていることは
あっても、国家統治の基本形態は、やはり代表民主制である」とする（22）。
すなわち、これは議会制の部分的肯定論であり、さきの張友漁の「議会に類
似する」「人大常務委の権力」論との異同が「代表民主制」を担保する選挙制
度の改革という問題にかかわって、とくに注目される。
　ここでいう最高および地方「国家権力機関」（1982年憲法第57条、第96条）
は、浅井によれば、「中国その他社会主義憲法にみられる特有の呼称であ」り、
「それは、単に国家機関または権力機関という意味ではなく、すべての国家権
力が人民の代表機関に集中し、そこにおいて統一されているという特異な政治
組織の構造原理に照応する、独特な社会主義国家機関の類別概念である」とい
う（23）。つまり、民主集中制の構成原理にもとづくということであろう。
　当時の浅井は、ここでの「最後に、最高国家権力機関の重層的な構造内部に
存在する深刻な矛盾点を、指摘して」以下のようにのべている。つまり、「憲
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法保障について最重要視した中国新憲法は、憲法の実施を監督する権限を、全
国人民代表大会（第62条２号）、全国人民代表大会常務委員会（第67条１号後
段）の二者に与えた」が、それは前者「が常時、会議を開いて活動状態にある
わけではないことから、これは適切な措置であった。ところが、新憲法を受け
て制定された全国人民代表大会組織法では、憲法違反の行政法規等を審議する
ため専門委員会に付託するのは常務委員会であり（同法第37条３号）、全国人
民代表大会の権限とはされていない」としたうえで、「これではまるで、全国
人民代表大会はその憲法上の規定にもかかわらず実際には飾り物的な存在だと
いう批判に、自ら立法上の根拠を与えてしまったようなものではないのか」と
する（24）。
「憲法保障について最重要視した中国新憲法」かどうかはさておき、一面で
「適切な措置」としつつも、これがいわゆる「飾り物的な存在」論であり、さ
きの張の全国人大の自己貫徹論のうらがえしでもある。いいかえると、これも
「全国人大＝ラバースタンプ」論の一種ということであろう。
　一方、「二　再び『国家権力機関』の形態を論ず」という当時の一文では（当
時における中国の北京からの浅井への「批判」についてはさておき）、「最高国
家権力機関の重層的構造内部に現実に生じうる矛盾を、中国憲法制定過程の具
体的事実にもとづいて指摘し、これまでの社会主義憲法理論における人民代表
機関とその常設的機関との相互関係論（その無葛藤論）を、検討し直してみよ
うとしたものである」とそこでの理論的な意義を強調している（25）。
　さらに、「これまで、社会主義憲法論」では、いわば「常設的機関とその母
体である人民代表機関との間に矛盾の生ずる可能性について指摘するものは絶
無であった」としたうえで、「憲法実施監督権を全国人民代表大会に留保して
おくことが、同常務委員会に対する過剰な授権をただすための措置であったと
すれば、その後において自分の組織法を採択し、自分の組織法の中で、自分の
常設機関に憲法実施監督権を授権してしまうことは、それこそ全国人民代表大
会の自殺行為ではないのか」ときびしく詰問している（26）。
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なおややきびしい観があるが、「絶無であった」かはさておき、さきの先駆
的な「無葛藤論」批判もここでの「自殺行為」論批判の緩和されたひとつの表
現形態であったといえようか。
　ちなみに、高橋勇治・浅井敦共訳『中華人民共和国憲法講義』というかつて
の訳書は、1982年現行憲法の基礎ともなった1954年中国憲法の解説書である
が、それによれば、「人民代表大会制度は、国家権力の高度の集中を実現する
ことができる」という個所では、つぎのような指摘がなされている。つまり、
①「わが国の各級人民代表大会は、議事機関であると同時に活動機関であり、
すなわち『議行合一』の機関であり、人民の権力を統一的に実現」し、「全国
人民代表大会は、わが国の最高国家権力機関であり、また国家の立法権を行使
する唯一の機関である」とされている（27）。
　また、②「わが国の人民代表大会は、国家権力の統一を保障すると共に、ま
た中央の集中的統一的指導を保障している」とする（28）。
　ここには、民主集中制の一律実施にみられる、「国家権力の高度の集中」の
体現が垣間見られる。一方でその原則的な実施ですでにみたように、いわば
「国家権力の適度の集中」と「高度の集中」の結合が1982年憲法に体現されて
いるといえよう。とくに、全国人大とともに、その常務委員会が立法権と憲法
の実施の監督権限を「共有」するようになったところにここでのポイントのひ
とつがあったと筆者は考える。
　さらに訳書によれば、「しかし、ここ数年来、中央の一部の部門は多くの業
務を必要以上に集中し、地方の主動性を制限し、地方の特殊な事情や条件を軽
視した」が、「このような、権力の過度の集中は、地方の活動に不利をもたら
したばかりでなく、中央の精力をも分散させ、上級機関の官僚主義を助長した」
点が批判されている（29）。
ここにすでに「権力の過度の集中」による「上級機関の官僚主義」批判、ひ
いては1954年憲法「体制」にたいする批判のさきがけなどのなかに「地方の
主動性」や特殊性への配慮の必要性が垣間見られる点はきわめて示唆的であろ
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う。
　他方で、いわゆる「三権分立」との対比でこうのべている。つまり、「わが
国の人民代表大会制は、どのようなブルジョア国家の基本的制度もこれに比肩
することのできないものであ」り、「ブルジョア国家の議会制は『三権分立』
の原則にもとづいて樹立されている」が、「しかしその実、すべてのブルジョ
ア国家機関は、ブルジョアジーが勤労人民に対し独裁を実行する道具なので
あ」り、「いわゆる『三権分立』は、ブルジョア国家においても実際には決し
て存在しない」としたうえで、「ブルジョア国家の『三権分立制』は、実際には、
一種の官僚集中制だ」とする（30）。
　そこで、いわゆる「三権分立」を型どおりに「実際には決して存在しない」
「一種の官僚集中制」としての独裁の道具にすぎないとみている点は、本質論
やイデオロギー批判のレベルでとくに示唆的である。一方で、機能のレベルで
は、「民主集中制」は「一種の党国集中制」の現象形態のひとつといえる。そ
してそれが、「党政不分」から離脱していかにして「党政分業」システムを再
構築していくかが当時における最重要課題のひとつであったと筆者は考える。
なお、この点については、次項や小結にゆずる。
　さて、浅井の『論点』の「第七章　法制・光と影」の「一　中国憲法史にお
ける陰影」という個所で、「国家指導者の三選を禁止する憲法改正の試みがあっ
た」点について、「54年憲法にたいする57年当時の『改憲構想の内容の』問題」
が取り上げられている。すなわち、それは「1957年２月の改憲問題であ」り、「こ
のときの改正案の内容の一つは、国家主席の三選問題に関するものであった」
という（31）。
　また、「この試みに取り組んだ中心人物は、彭真」ら「で、いずれも法制整
備の難事業にいま体を張っている人たちである」とする。「さらに、このとき
の改正案の内容は国家主席の三選禁止だけでなく、地方の各級人民代表大会に
中央と同じく常務委員会を設置すること、および全人代に八つの」専門「委員
会を設けること、などを含んでおり、最近の一連の制度改革と比較して驚くべ
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き類似性を有している」という（32）。
　なおこの点に関連して、加茂具樹の「彭真と全国人民代表大会－文革後の人
代改革と人代の可能性－」という論稿を参照願いたい（33）。
　とくに、「復活する50年代の改革案」では、「1980年代に彭真によってすすめ
られた第６期全人代および常務委員会の改革の取り組みは、1950年代に彼自
身が取り組んだ改革法案を具体化したかのようなものであった」とされている
点はきわめて示唆的であろう（34）。
ちなみに、薛小建の「中国社会が転換する法律的基礎－1982年憲法の歴史的
地位」という一文では、憲法改正における「中共政治指導者の最終決定権」と
いう重要な問題にふれている（35）。なお、この点については、小結でかさねて
ふれたい。
　さて補足的に連続三選禁止などの問題にかかわって、許崇徳の「国家元首問
題について」という一文における「三　わが国の国家元首」の問題が重要であ
ろう（36）。
　とりわけ、国家「主席にかんする憲法草案の条項にはどういう特色があるか」
という個所が重要である。早速それによれば、①「主席の地位」を「主席は対
内・対外的に国家を代表する」という形で明確化し、②「主席が行使する職権
は1954年憲法とくらべて、相対的にいって小さめである必要があ」り、③「主
席は行政責任を負わ」ず、④「主席の任期は憲法の拘束を受ける、すなわち連
続して就任するのは１回限」りであり（37）、いわば連続三選禁止の明記である。
この点については次項でみるように、共産党のレベルにおける党主席制の廃止
と党総書記の位置づけとも実は密接に関連するのであるが。
　ちなみに実態面では、唐亮の『現代中国の政治』の「第二章　国家制度の仕
組みと変容」という個所が重要である（38）。
とくに、「１　疑似民意機関としての人民代表大会」において、「人民代表大
会の組織構造」でその「特徴」を、①「人民代表の人数がきわめて多」く、②
それ「は兼職制であり」、③「人民代表大会は年に１回しか招集されず、その
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会期も大体一週間前後と短」く、④「一部の人民代表は有名人ではあるが、政
治と立法の素人にすぎない」とする。一方、「常務委員は人民代表より機能的
であ」り、①全国人大「常務委員は」「人数が少ないために、招集が比較的容
易であ」り、その「全体会議は」偶数月に「二カ月に一回開催され、会期が通
常一週間程度であ」り、②「専属委員の比率が高いために、法律や政策問題に
関する調査研究の時間が確保され」、③全国人大「常務委員は主として副省長・
副部長級以上の高級幹部、専門家から構成されており、豊富な専門知識と実務
経験をもち、政策能力が比較的高い」という（39）。
ここにみられるように、実態的にみたかぎりでは今日において、不完全燃焼
に陥りがちな全国人大による自己貫徹というよりも、年に偶数月に６回は開催
されるその常務委のほうが機能のレベルでは機動的である点だけは間違いある
まい。他方で、二階建ての一院制の限界がここに垣間見られるのも確かだが、
原点その１の選択そのものの正統性がここで問われているといえる。
以上はおもに1982年憲法の原点その１についてである。
　ついで、原点その２の「政権」（権力）重視の「公民の権利」観について歴
史的にみておこう。
『学説史』（上）の「歴史編」の「第３章　新中国の成立から『文化大革命』
期までの憲法学説」という個所によると、はやくは1954年憲法の制定過程に
おいても、「憲法の構成の配置において、1954年憲法は公民の基本的権利およ
び義務を第３章に置き、第２章の国家機構の後ろに置いた」が、「この種の構
成の配置は合理的かどうかについて当時の制憲過程において論争が比較的大き
かった」という（40）。
　すなわち、「全国政協憲法草案分組連席会において、第４組・第８組の討論
のなかで、ある若干のものが公民の基本的権利を第３章から第２章に移すべき
であり、主な理由はさきに公民の権利があり、しかるのちに国家機関が選出さ
れると提起し」たとされる（41）。まさしくそれは「憲法の目的か手段か」にか
かわる主張であろう。
― 141 ―
1982年中国憲法の原点（下・完）
　当時の田家英の説明では、「第３部分の公民の基本的権利および義務」につ
いては、つぎのようである。すなわち、「一方で、それは政治制度のひとつの
部分であり、他方でそれは国家機関の権力の源泉および国家における公民の政
治的地位を規定した」が、「われわれが公民の権利および義務を後ろに置いた
ゆえんは、公民の権利は政治制度のなかからうまれるものだからであり、かつ
またまえのところですでに国家の一切の権力は人民に属するとのべたことがあ
るので、公民の権利を後ろに置いても、けっして公民の地位を低く貶めること
はありえない」とする。そして、「この説明は公民の権利と国家権力の相互関
係にたいする当時の制憲者および学術界の基本的理解を実際に反映し」、「公
民の権利の形成と実現過程にたいする国家権力の役割を強調した」とされてい
る（42）。
　いずれにせよここでは、「国家機関の権力の源泉」である「人民である公民」
と「人民ではない公民」の２種類の公民の存在こそが問題なのだが。というの
も、後者の公民は政治的権利の被剥奪者等から構成されているからである。そ
こにはいわゆる「政治犯」は本当に存在しないのか（43）。
ここでも、いわゆる「無葛藤」論＝「性善説」が人民民主独裁の前提とされ
ている。なお、いわゆる「近代立憲主義憲法」の理念型とは原則的に異なった
そこでの「公民の基本的権利」の保障などが「憲法の目的か手段か」の問題に
ついては、当時においてもやはり回避されているといわざるをえない。
　ふたたび浅井の『論点』によれば、「第三部　中国法の散歩道」の「第二章
　人権問題と社会主義」という個所において、「人権問題を『条件』的にとら
えることの必要性を示唆してい」て、「ここで『条件』的というのは、対象を
歴史的に把握するということであり、また問題を国家権力との関係において分
析する、ということであ」るとされる。そこでついでに、浅井に引き続き依拠
しつつ、「人権」についての正しい理解なるものをまとめておこう。いわく、「人
権は国家権力に対する一種の『対抗的概念』で」あり、「人権は、歴史的概念
であ」る。すなわち、「資本主義法は平等の名の下に実質的な不平等を生み出
― 142 ―
九州国際大学法学論集　第19巻　第３号（2013年）
し、自由の名の下に実質的な不自由を黙認するという、自己矛盾に陥らざるを
え」ず、「資本主義社会における人権の虚偽性とは、このことを言うので」あ
るとする（44）。ここではさきの「三権分立」の虚偽性批判と同様に、いわば「性
悪説」がとられているといえる。
　さらに浅井によると、こ「のような人権がもつ虚偽的性質は、社会主義の建
設によって克服される、と考えられてき」たが、「しかしこのことは、社会主
義社会で人権はもはや不要だとか、人権そのものに反対だということではない
と」される。そして「人権そのものを全面否定するのは」、正しくなく、「何故
なら、社会主義の下においても、国家と人民との間に一定の矛盾が存在し、こ
の矛盾を一定の法的形態を用いて調整し、処理せざるをえない客観的状況が存
在するからで」あると「人権そのもの」を部分的に肯定している（45）。
ここでは、もはや「性善説」にはたっていないわけである。憲法の目的であ
る人権保障とその手段である「権力分立」についてともにそれらの虚偽性を強
調するなかでの、近代立憲主義憲法を超えた社会主義型憲法の存在意義そのも
のが今日逆に問われているのであり、いわば「近代立憲主義（憲法）の継承性」
の問題は当然のことながら、当時の中国においてはほとんど一顧だにされてい
ない観がある。
　さて、王徳祥・徐炳著『「中華人民共和国憲法」注釈』の「目録」の［注釈］
では、「構成における新憲法の重大な変化は『公民の基本的権利および義務』
の章を『国家機構』の前に移したことにほかならない」が、その「主なより
所」として、①「ひとつの人民民主独裁の社会主義国家」といった「わが国の
政権の性質」、②「公民の権利にたいする新憲法の重視」といった「今回の憲
法改正の基本的な目標」、③「世界各国」の趨勢の３点がそれぞれあげられて
いる（46）。
　やはりここでもそうした「人権」概念は忌避され、あいかわらず、「わが国
の政権の性質」にもとづくいわば「性善説」（「無葛藤論」）がいわゆる「『世界
各国』の超勢」とともに前提とされているようである。
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　つまり、浅井敦の『現代中国法の理論』という旧著によれば、「第七章　公
民の基本的権利と社会主義」の「第一節　中国公民の基本権」において、「中
国における公民の基本権観念の特色」について、①「前国家的、前憲法的な、
生まれながらにして人びとがもつ」人「権という観念を、中国憲法はと」らず
に、②「旧植民地・従属国人民の無権利的状態からたちあがった中国の人民大
衆が、自らかちとったものであ」り、③「公民の階級成分（出身階級別身分）
にもとづく基本権規定の差異」が存在し、したがって、④「本質的に、階級権
としての性格をもつ」などとされている（47）。
　以上ははなはだ簡単であるが、さきの「近代立憲主義（憲法）の継承性」の
問題にもかかわる「憲法の目的か手段か」が問われる1982年憲法の原点その２
についてである。なお、人権「入憲」問題にはふれず、早速次項にうつろう。
２）1982年憲法の原点その３～その６－「党の支配」か「憲法の支配」か
　はじめにいわゆる「党国関係」の核心部分である「党政不分」による「党の
支配」か「党政分業」による「憲法の支配」かの問題にかかわって、1982年憲
法の原点その３の国家の中央軍事委員会による軍への「指導」というきわめて
重要な問題について国家中央軍事委員会主席の人事などの問題を中心に、一連
の先行業績の具体的な紹介からはじめてみよう。
　まず毛利亜樹の「中国共産党の武装力－法制度化する党軍関係」という一文
では、「Ⅱ　鄧小平時代の党軍関係」という個所において、こう説明されてい
る点が参考になる。つまり、①「法制度に基づく改革と最高指導部人事」につ
いて「1981年６月」の段階で「党総書記に胡耀邦、党中央軍事委員会主席に鄧
小平が就任した」が、「当時の憲法（1978年憲法）第15条は、党主席が全国の
武装力量を統率すると定めてい」て、「党主席が廃止され」、「党総書記である
胡耀邦」ではなく、「党中央委員会常務委員である鄧小平が中央軍事委員会主
席に就任し」、「中央軍事委員会主席は、事実上の最高指導者を象徴するポスト」
となったという（48）。まさしく「人治」であり、党主席制の廃止と党総書記の
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位置づけにかかわる「ゆらぎ」がすでにここに垣間見られる。
　②「党軍関係の法制度化－毛沢東時代との決別」について、「1978年憲法は」、
人民「解放軍と民兵は」、中国共産党が「指導する労働者・農民の子弟兵であり、
各民族人民の武装力であ」り、「中国共産党中央委員会主席が全国の武装力」「を
統率する」と定めていたが、「1982年憲法はこれらを削除したうえで、新たに
第93条に、国家中央軍事委員会を創設し、同委員会は『全国の武装力量を領導
する』こと、そして『主席責任制』をとることを規定した」という。「もっとも、
新設された国家中央軍事委員会は」、「党中央軍事委員会の構成員・組織・職能
と同一であること」は明らかであるとする。ただし、「1978年憲法の規定では
党主席が全国の武装力量の統率者であったが、1982年憲法では『主席責任制』
をとる国家中央軍事委員会に変更した」ことにより、「『個人独裁』から脱却し、
主席と軍上層部による合議体が全国の武装力量を統制する体制へと変わった」
点が重要であるという（49）。
毛利によれば、「しかも、中央軍事委員会に党と国家の２枚看板をかけつつ
実体を同一とすることで」、「党の軍事機構と国家の軍事機構のズレによって
生まれた指導の混乱が、回避され」るとしてそのメリットをここで指摘してい
る（50）。
まさしく、そこでは一方で「個人独裁」からの「脱却」をめざす「党政分業」
を謳いつつも、他方で実際の組織の構成レベルでかえって事実上「党政不分」
に類似したきわめて特異な状況が垣間見られ、それは「党と国家の２枚看板」
による「実体」の「同一」の表れである。
ちなみに、矢吹晋の『中国人民解放軍』という好著によると、「軍中党委の
権威」で、こう指摘されている点は重要である。すなわち、「54年に憲法がで
きると、人民解放軍は憲法にそって国防体制に組みいれられ」、「国家主席が」
統帥権「を掌握し、国家主席のもとに国防委員会が発足し、国務院に国防部が
設置された」が、「国防委員会は主席の諮問に応ずる組織にすぎず、国防部も
外事局、弁公室などスタッフメンバーしかなく、全軍の指揮をとることは不可
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能であった。つまり、国防委員会も国防部もたんに人民解放軍を国防軍として
体裁をととのえる『名目上あるいは形式上の存在』にすぎなかった」とされて
いる（51）。
というのも、「人民解放軍はあくまでも『党の軍隊』であり、それゆえ『軍
の最高指導組織』とは、『党の最高組織』そのもの、すなわち中共中央委員会
にほかなら」ず、「そして中央委員会の直属部門として軍事問題を専門に担当
する軍事委員会がもうけられた形であ」り、「こうして中共中央軍事委員会こ
そが人民解放軍の最高指導組織であ」り、「その権威は中央委員会自身をも」
凌駕「するほどである」からとされる（52）。
「党の軍隊」か「国家の軍隊」かの二者択一はともかく、これこそ毛沢東に
よる「人治」である。その「なごり」が鄧小平による中央軍事委員会主席への
就任にある程度みられる。
他方で、「解放軍の整頓」では、つぎのように指摘されている。つまり、「鄧
小平は82年には華国鋒にかわって軍事委員会主席となり、江沢民のそのポス
トをゆずるまで（89年11月、13期５中全会）主席をつとめ」たが、「総書記に
就任したにもかかわらず、軍事委員会主席までは距離のある胡耀邦の」存在は
さておくとしても、「解放軍内の現代版『節度使』をまず党務から切りはなし、
ついで若返りを口実として一人一人解任していく荒技は鄧小平にしかできない
仕事であ」り、「その後任者たちには『党権』をあたえない措置をとり、軍務
に専念させた」という（53）。これも「党軍分離」をまずはめざした鄧小平によ
る「人治」の功罪のひとつである。
最後に、「国家の軍隊の装い」では、「人民解放軍の組織」についてこうのべ
ている。すなわち、「トップには中共中央軍事委員会があり、これと対応する
形で国家中央軍事委員会がある」が、「後者は1982年憲法で規定されたもので
あり、主席は全国人民代表大会でえらばれ、全国人民代表大会および同常務委
員会に対して責任を負う建前であ」り、「同一の実体に対して党レベルと国家
レベルの二枚看板が必要な理由は明らかで」、「本質的には党の軍隊だが、法治
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化をめざす建前としては国家の軍隊らしい装いも必要なのだ」とする（54）。
これは1982年憲法を「法治化をめざす建前」（実質は依然として「党治」）に
もとづく「党のレベルと国家のレベルの二枚看板」とみるさきの毛利と同一の
見方であるが。
ついで、安田淳の論稿により、その後の事実の推移を確認しておこう。まず、
安田の「軍事力と安全保障」という一文によれば、「一　最高軍事指導者をめ
ぐる問題」の「１　江沢民の中央軍事委員会主席留任」という個所で、こうま
とめられている。すなわち、「2002年11月15日の中国共産党第16期中央委員会
第１回総会において、胡錦濤が党総書記に選出された一方、江沢民が党中央軍
事委員会主席に選出され」、「また、2003年３月16日の第10期全国人民代表大
会第１回会議においては、胡錦濤が国家主席に選出され、他方、江沢民が国家
中央軍事委員会主席に選出された」という（55）。ちなみに、胡錦濤は最終的に
今回いわゆる「完全」引退の道をえらんだようだが。
また、「２　中央軍事委員会と統帥権」によれば、はやくは、「1993年３月に
開催された第８期全国人民代表大会第１回会議において、国家中央軍事委員会
委員の異動があり、同委員会委員は同時に党中央軍事委員会委員の肩書を持っ
ていることが判明した」として、「国家と党の中央軍事委員会委員が全く同一
メンバーとなった」とされ、「これで人事の上からも両中央軍事委員会はまさ
に同じ機構のいわば表裏であることが明確となった」とする（56）。
ここでは、表裏一体（さきの「二枚看板」）の中央軍事委員会について語ら
れているが、党と国家のどちらが表で、どちらが裏かが気になるところである
が、憲法からすると、国家のほうが表となることは確かだが。
なお、時期的に少し前後するが、他方で、すでに「党総書記であった江沢民
は1989年11月党中央軍事委員会主席となり、さらに1990年４月国家中央軍事
委員会主席にも就任し」、「さらに江沢民は1993年３月、第８期全人代第１回会
議で国家主席にも選出された」という（57）。
ついで、安田の「人民解放軍と党軍関係」という一文で、「１　中央軍事委
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員会主席の交代と軍権の掌握」という個所において、こうまとめられている。
つまり、「2004年９月に開催された中共第16期中央委員会第４回」総会「の閉
幕後、江沢民が党中央委員会主席を辞任し、胡錦濤がその後任になることが発
表され」、「これで胡錦濤は党総書記、国家主席、党中央軍事委員会主席の３ポ
ストを独占」し、「そして2005年３月の第10期全国人民代表大会第３回会議に
おいて、江沢民は国家中央軍事委員会主席をも辞任し、胡錦濤がその後任とな」
り、「かつての江沢民と同様に、胡錦濤が上記の３ポストに加えて国家中央軍
事委員会主席にも就いたことで、党規約にも憲法にも、たとえ統帥権について
の明文規定がないとしても、胡錦濤が事実上それを掌握している」とする（58）。
要するに、1982年憲法の原点その３にかかわって、機能のレベルにおいて人
事における兼任を通じて「うら」の「党の支配」が「おもて」の「憲法の支配」
を軍事面では完全に「包摂」しているといえる。
つぎに、1982年憲法の原点その４である「最高の法的効力」をもった「国家
の根本法」である憲法の実施の保障についてであるが、『注釈』によれば、「憲
法を監督する内容」には、つぎの「２つの側面」があるという。すなわち、①
「諸法律・行政法規・地方的法規および各種の規則が憲法の原則および条文の
規定に合致するかどうかについて、審査監督を行」い、②「一切の国家機関お
よび武装力、各政党および各社会団体、各企業・事業組織ならびにあらゆる公
民の活動が、違憲であるかどうかについて監督を行う」とされている（59）。なお、
今日では、①などについては、立法法などがすでに制定されているわけだが、
本稿では残念ながらそれらについてふれる余裕はない。
さきの浅井によると、とくに①については、全国人大というよりも、むしろ
その常務委こそが管轄できる点を問題にしたわけだが、②についてはどうか。
全国人大常務委もなすすべがないのか。党の規律検査委員会の出番か。この点
は今日的にも問題であろう。
ちなみに、1982年憲法第５条では、①「一切の法律、行政法規および地方的
法規は憲法と互いに抵触してはなら」ず、②「一切の国家機関および武装力、
― 148 ―
九州国際大学法学論集　第19巻　第３号（2013年）
各政党および各社会団体、各企業・事業組織はいずれもかならず憲法および法
律を遵守しなければなら」ず、「憲法および法律に違反する一切の行為は、か
ならず追及されなければなら」ず、③「いかなる組織または個人もみな憲法お
よび法律を超越する特権をもってはならない」と規定されている（60）。
さらに補足的にみておくと、王叔文の「憲法の最高の法的効力について」と
いう当時の論稿では、「憲法の法的効力は最高であるとともに、直接的でもあ
る」という（61）。
ここでいわば「憲法の直接的な法的効力」の問題がすでに取り上げられてい
る点には留意することが必要であろう。
王によれば、いわゆる「憲法の直接的な法的効力は、その他の一般の法律と
比較しても、その特色がある」という。すなわち、「その直接的な法的効力は、
その内容からいうのであろうと、適用の対象（組織および個人）についていう
のであろうと、通常ともにその他の一般の法律よりもさらに広範性を有してい
る」とされている（62）。それらはあきらかに近代立憲主義憲法の理念型の想定
とは異なる。
より具体的には、「憲法の直接的な法的効力は主として、以下の４つの面に
表れている」という。つまり、①「憲法の諸規定は一切の国家機関および公民
の活動の直接的な法的より所であ」り、②「憲法の規定は一切の国家機関およ
び公民にたいして直接の法律上の拘束力を有」し、③「憲法が定める国家機関
の権限および職責、公民の基本的権利および義務」「はまずはじめに憲法に直
接由来」し、④「憲法の若干の規定も具体的な問題を処理するうえでの関係の
ある国家機関の法的より所である」とされている（63）。
なお、韓大元主編の『憲法巻』では、「第12専題　基本的権利の効力の争い」
という個所で、「１．基本的権利には直接的な効力があるか」が問題とされて
いる（64）。
ちなみに、『学説史』（上）では、「背景編」の「第６章　中国憲法学にたい
するソ連憲法学の影響」が重要であるとされている点に留意する必要がある。
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とくに、「スターリンの憲法思想」では、原点その４にかかわる１「憲法は国
家の根本法であ」り、２「憲法の役割は政権の合法性を確認し、あわせて政権
を安定させるところにあ」り、原点その６にかかわる３「憲法では党の指導的
地位を確立しなければなら」ず、４「憲法は綱領から区別される」とする（65）。
なお３にかかわって、1982年憲法の本文で「党の指導的地位」については意
図的に明言されていない反面、「党政関係」にかんするあいまいさが残った観
があり、それが党と国家のいずれかの優位を機能のレベルでみちびくかという
視点からの考察も重要と考える。この点についても、小結にゆずる。
最後に、「中国憲法学説にたいするソ連憲法学説の影響の評価」としては、
１「憲法学研究における『階級闘争の模範形式』の形成」、２「国家学説を核
心とする憲法学体系の構築」、３「憲法基礎理論の研究を軽視した」点が検討
事項としてそれぞれあげられている（66）。
ここでは、つまるところ、「憲法の支配」の独自性やその存在意義の自己主
張がみられる。
さらに、1982年憲法の原点その５である民主集中制の原則的実施の問題が
ある。なお、この点はその原点その１や原点その３とも密接に関連する問題で
あろう。これは、前項の「目的か手段か」の論点と本項の「党の支配」か「憲
法の支配」かという論点を直接つなぐ重要な問題でもある。
はじめに、王叔文・周延瑞の「人民代表大会制度の新発展」という当時の草
案段階の一文では、「草案は総綱の第３条のなかで、国家機構は民主集中制の
原則を実行することをもっぱら１条としておき、あわせて民主集中制の原則に
ついて以下の３つの面の記述を行った」とする。すなわち、①「全国人大およ
び地方各級人大はいずれも、民主的選挙によって選出され、人民にたいして責
任を負い、人民の監督を受け」、②「国家行政機関、裁判機関、検察機関はい
ずれも国家権力機関によって選出され、それにたいして責任を負い、それの監
督を受け」、③「中央および地方の国家機構の職権の区分は中央の統一的指導
のもとに地方の主動性・積極性を十分に発揮させる原則を遵守する」とされ
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る（67）。
おなじく、周方の「わが国の国家機構の組織と活動原則について」という当
時の論稿では、「高度の民主の基礎において、はじめて高度の集中の実現が可
能であ」り、「高度の集中を実行するには、憲法改正草案からみると、２種類
の形態がある」とする。すなわち、①「少数が多数に従う制度」であり、「各
級人民代表大会の会議において、県級以上の各級人大の常務委員会の会議にお
いて、かくのごとしであ」り、②「首長責任制」があり、「国家行政機関およ
び中央軍事委員会において実行する」という。とくに、後者では、「ここでい
うのは首長が全部の責任を負い、国務院が全体会議と常務会議を開く必要があ
るさいに、会議を挙行し、集団で討論する必要もあるけれども、しかし討論が
完了しても少数が多数に従う原則を実行せず、首長が衆人の意見を吸収し結論
を出す、すなわち首長が最終決定権をもつ」とする（68）。
この点にかんしては、さきの1982年憲法の原点その３にかかわる国家中央軍
事委員会主席の問題にくわえて、戒厳の部分的決定権をもった国務院の総理責
任制の問題がとりわけ突出して肝要であろう。というのも、1982年憲法の原点
とされる「権力」の過度の集中から適度の集中をめざすなかで、例外的にいわ
ば「高度の集中」をあえて行ったのが、この両者にかかわる「首長責任制」の
導入であった。とりわけ、1989年６月の第２次天安門事件では、この両者が
1982年憲法の原点をもあえて踏みこえながらもあい呼応する形で立ちはだか
ることになったのであるが。まさしくそれは権力の過度の集中から権力の適度
（一部に高度を含む）の集中へのシフトの本来的な限界そのものでもある。
あえてここでくり返していえば、筆者はかつて、「現段階における中国国家
システムの基本問題－中国人大の司法に対する監督「強化」を素材として－」
という一文において、1982年憲法における民主集中制の一律実施から原則実
施への変化のひとつのメルクマールとして、「①人大会議での活動報告を憲法
上の義務として明示せず、また②答弁義務をともなう『質詢』（質問）案の提
出先としてもそれが憲法上は『対象外』とされている点」について、「司法の
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領域での憲法における司法機関に対する」「２つの消極的な配慮の存在」をそ
れぞれ指摘したことがある（69）。
とくに前者の報告義務は組織法上の義務として今日まで存在し続けているわ
けだが、いわゆる「司法の独立」との関連で上記の「配慮の存在」は憲法上重
要であり続けている。
ちなみに、石塚迅の「現代中国の立憲主義と民主主義－人民代表大会の権限
強化か違憲審査制の導入か」という論稿では、「３　人民代表大会の権限強化
か違憲審査制の導入か」においても、「周永坤氏」の見解に依拠しながら、「憲
法128条には、『活動を報告する』という文言が存在しない」点を最近になって
あらためて取り上げている（70）。
そこでも「人民代表大会の権限強化か違憲審査制の導入か」という1982年憲
法の原点その１とその４や「近代立憲主義（憲法）の継承性」などにかかわる
「憲法の支配」の貫徹という問題がある。
最後は1982年憲法の原点その６である「党政分業」による「党国（家）体制」
という最大の難問についてである。これこそがまさしく、「党の支配」か「憲
法の支配」かというきわめて厄介な問題そのものであろう。
まず王景栄の「党の指導を強化し、そして改善することについて」という一
文では、「ここでいうところの『各政党』は執政党すなわち、中国共産党を含
むものであり、そして『いかなる組織または個人』には党の各級組織および党
の最高指導者をもそのなかに含む」とされている（71）。
ふたたび、唐の『政治』のさきに引用した直前の部分によれば、「行政主導
の党国家体制」において、「現代中国は共産党支配下の『党国家』であ」り、「党
と国家が一体となって権力を担う党国家体制の下で」、「狭義の政府は国務院で
あるが、広義の政府は党中央と国務院を合わせるものであ」り、「憲法上の『建
前』は別として、狭義の政府は事実上」、全国「人民代表大会」や「裁判所」
など「に対し一定の優位性をもっている」とする（72）。
　ここでの「憲法上の『建前』」なるものを筆者はかつて「法律的美称」説と
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よんだことがある（73）が、それは全国人民代表大会およびその常務委員会を「最
高国家権力機関」と規定することにたいするものであった。この点を「建前」
や「自己貫徹」の志向とみるか、浅井のようにその常務委とのあいだの「矛盾」
を重視するかは、見解の分かれるところであろう。
いずれにせよ、本稿（上）における福島正夫の当時における指摘や「いわば
『党のものは党に与え、国家のものは国家に与える』式のやり方」そのもの（74）
が少なくとも党と国家の中央軍事委員会といった「二枚看板」に象徴的にみら
れるようないわゆる「党国（家）体制」の問題との関連においても重要であろ
う。後者はくり返していえば、「党の支配」による「憲法の支配」の「包摂」（に
よる「埋没」）のおそれがあるといわざるをえない。
そこで、最後に小結でこの問題などにごく簡単にふれることで、結びにかえ
たい。
小結
　さて、1982年憲法の原点のまとめを行うまえに、ここでふたたび胡喬木の
1982年憲法の制定にかんする主要な役割にふれておきたい。
　早速程中原の「1982年憲法改正にたいする胡喬木の貢献」という一文によれ
ば、1949年の共同綱領や1954年憲法の起草にもかかわったとされる胡喬木は
「1982年憲法の改正にたいして、重大な貢献を行った」とし、それには「主と
して以下の６つの面がある」という（75）。
　はじめに、①「憲法の総体的な構造において、『公民の基本的権利および義務』
を前面に置くことを堅持し、人民の民主を強化した」ことにつづき、②「憲法
の序言および総綱の改正にたいして『歴史決議』および12回党大会の文書の精
神とあい一致するにいたるように意を注いだ」ことがあげられている（76）。
　そして、③「国家主席設置の規定の回復を支持した」ことがあげられるが、
これは「鄧小平同志の意見をおおいに支持し」たものでもあったという（77）。
　一方で④「憲法に『一国両制』にたいして相応の規定を行う必要があること
― 153 ―
1982年中国憲法の原点（下・完）
を提起した」のも、鄧小平による「『一国両制』の偉大な構想」にそくしたも
のであった（78）。
　さらに、⑤「郷政府・村長を回復し、農村で義務教育を実施することを建議
した」ことも、鄧小平の賛成をえたものであった（79）。
　最後に、⑥「国家会計検査機構を設置し、会計検査監督制度を憲法に組み入
れることを提議した」ことがあげられている（80）。
　以上が胡喬木の貢献とされる６つの分野である。本稿では、①や③を含め、
これとはべつにそれにかわるか、または並行した形での彭真による直接的な関
与がはじまったのちの状況を重視した６つの原点をあえて問題とした。この両
者のズレに両人のスタンスの差異を含めてここでも着目したい。
　というのもくり返しを恐れずにいえば、喬暁陽の「1982年憲法」という論稿
によると、「1981年７月、中央は彭真同志が憲法改正作業を直接指導すること
を決定した」とされ、「1981年10月３日に、彼は秘書処会議にいて、いくつか
の意見をのべた」とされるからである（81）。
　つまり、①「４つの基本原則を堅持すること、これは憲法を改正する全般
的な指導思想であ」り、②「かならず中国の実際から出発」し、③「現在決定
を下すことのできるもっとも根本的で、もっとも必要なものだけを書き」、④
「1954年憲法を基礎とする」などの４つの意見を表明したという（82）。
それらの点とも関連して、張勁の「『討論』という言葉の中国語の文脈と政
治的な含意」という一文によれば、「たとえば『三権分立』の制度を樹立する
ことができるかどうか、一院制を実施するか、それとも二院制を行うか、民族
区域自治制度を引き続き行うか、それとも加盟共和国・連邦制を行うか、なら
びに憲法監督委員会を成立させるなどの問題」について、彭真が「憲法改正委
員会秘書処会議において、『４つの基本原則で思想を統一する』ことを提起し
た」以降は、「４つの基本原則を堅持し、二院制はやらず、三権分立はやらな
いなど」という点については、「討論する必要がないばかりか、さらにすべき
でなくなった」という（83）。そこでは、党の指導の堅持を含む「４つの基本原則」
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の堅持がやはり立ちはだかっているわけだが。
なぜならもとより、その「うしろ」には鄧小平が控えているのだが、さきに
薛が指摘した「憲法改正における『中共政治指導者の最終決定権』」の存在の
功罪が個人による独裁の問題の「残滓」として今日まさにあらためて問われて
いるといえようか。
　つぎにここで最後に1982年憲法の６つの原点についてその実態面をできる
だけ踏まえつつ、ごく簡単に補足的にまとめておこう。
まず、「党国関係」については、とりわけ原点その１および原点その５にか
かわって、唐亮はさきの『政治』において、「疑似民意機関としての人民代表
大会」のなかで、「選挙制度の欠陥と飾り物としての人民代表大会」にかかわっ
て、「人民代表大会は真の代議機関、民意機関ではなく、しばしば民主主義の
飾り物と批判される」点にふれ、また、「立法機能の強化」では、「人民代表大
会は『ゴム印のイエスマン』とも批判されてきた」点にふれ、さらに「民意機
関への模索と限界」では、「共産党が政治主導権を握る中で、現行の人民代表
大会制度は主として共産党の政治支配と国家主導の開発体制に法的根拠を提供
しようとするものであると言わざるをえない」と結論している（84）。
そこでも、浅井の指摘と共鳴しつつ、「人民代表大会」が「飾り物」や「ゴム印」
とされている点は示唆的であろう。
　とくに、「『法治』途上の司法制度」のなかで、唐は「憲政実現への課題」に
ふれている。すなわちそこでは、1982年憲法の原点その４にかかわって、「憲
法違反の現象が大量に存在しているにもかかわらず、これまで」、全国人大「は
違憲審査の請求を受理・審査し、違憲有無の決定を下すことがまったくなかっ
た」としたうえで、「憲法の有名無実化が依然として深刻な問題である」とし
てきびしい指摘がなされている（85）。ここでは、さきの浅井のきわめて的確な
批判が「杞憂」でなかったことを物語っている。
　ちなみに、毛里和子の「政治体制の特徴とその改革」という論稿では、「２ 
立法と行政の一体化－人民代表大会制度について」という個所において、「三 
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『人民の権力』の実態－全国人民代表大会の審議と議員の代表性」で、毛里は
こうのべている。すなわち、「1950年代末から70年代末の二十年間、中国の重
大な政治・外交事項は、全国人民代表大会を素通りし、ほとんどの決定は中共
中央（多くの場合はその政治局）が行ない、それがただちに行政府である国
務院をつうじて執行される状況が続」き、「人民代表大会制度は形骸化した」
という。そして「このような状況をすでに1957年に、共産党外のひとびとは
『人民代表大会はゴム印にすぎない』と批判した」とされている（86）。この点は
1982年憲法の原点その１にかかわる指摘である。
　また、毛里の「中国政治体制の変容－鄧小平時代の意味」という一文の「三 
なにが改革され、制度化されたか」という節の「１　部分的な制度改革と公開
化」というその部分的な成果にふれた個所では、まず①「直接選挙の拡大や競
争選挙の一部採用など、国家と党の選挙制度にかかわる分野であ」り、「1979
年７月」の「選挙法」の改正などがあげられている（87）。ここに、いわゆる「議
員の代表性」にも通じる「代表民主制」の正統性の担保という重要な問題があ
る。
　つぎに、②「党と国家の最高指導者の兼務の禁止、および連続三選禁止で、
『職務の終身制』にはじめて歯止めがかけられ」、「1982年の第12回党大会で党
と国家の最高指導者（総書記と総理）は兼務させないことになり、同12月の全
国人民代表大会で決まった憲法では、国家主席・副主席、全人代常務委員会の
正副委員長、国務院総理・副総理と国務委員については連続三選を禁止するこ
とが明記された（第79、87条）」が、「ただし、中央軍事委員会主席については
連続三選は禁止されていない」とする（88）。
なおこの点は、1982年憲法の原点その３にもかかわる。
　さらに、③「党政分離が論議され、その初歩的な措置として、憲法ではじめ
て党が相対化された」とする。すなわち、「第12回党大会で新党規約が採択さ
れたが、その『総綱』では」、「党の指導は主として政治、思想および組織的指
導であ」り、「党は憲法と法律の範囲内で活動しなければなら」ず、「党は国家
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の立法・司法・行政機関、経済、文化組織および人民団体が自発的に、独立し
て責任をもち、一致協調して仕事ができるように保証しなければならない」と
いう文言「を受けて1982年12月の新憲法」の前述の第５条において、「党がは
じめて相対化され、その特権も法的に禁止された」とする（89）。
　ここでの「党政分離」や「党政分業」などをめざした「党の相対化」という
当時における指摘は、1982憲法の原点その６にかかわってくるが、その反面
で、「党政関係」のあいまいさがそこで憲法の外におけるいわば「党の絶対化」
の問題としてきわだってくるおそれはないのであろうか。
一方でくり返しを恐れずにいえば、1982年憲法の原点の原点として、階級に
ついて、搾取階級と階級闘争の関係で、この両者の分離を行ったことが1982年
憲法が今日まで持続力を持ちえている最大のポイントのひとつといっても過言
ではあるまい。
これは、党と国家の活動の重点の階級闘争から経済建設への移行を行った
1978年末の11期３中総会との関連が重要であろう。
ちなみに、家近亮子の「中国における階級概念の変遷－毛沢東から華国鋒へ
－」というすぐれた論稿によれば、華国鋒を（毛沢東の「継続革命論」である）
「階級闘争の継続を謳いながらも、階級概念の開放」を行ったとして再評価し
ている（90）。
そして、家近は、「二　毛沢東の死直後の権力概念」において、「華国鋒は毛
沢東の階級概念と継続革命論を基本的には継承し、それをスローガンにしなが
らも、劉少奇の考えに近いさまざまな政策立案を行っていった」としたうえで、
「『毛沢東選集』第５巻の編集と出版」にかかわって、「華国鋒を中心とする編
輯委員会は、毛沢東思想の50年代における階級調和性を強調し、社会主義建設
期が『新民主主義期』の延長線上にあり、主要敵は日本に変わり、『社会主義
建設に反対する者』のみと規定したことを強調し」、「階級闘争と継続革命論は、
本来その点にのみ適用されるべきことを『５巻』の出版を通じて一般化しよう
とした」とする。つまり、「中国における階級概念の文革からの転換は、華国
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鋒の手でその環境作りがなされ、鄧小平へと引き継がれていった」という（91）。
　また、高原明生の「現代中国史における一九七八年の画期性について」とい
う一文では、「華国鋒のねらいは『階級闘争をかなめとする』と『経済建設を
重点とする』の調和であ」り（92）、家近は「文革期の毛沢東個人独裁から、後
継者・華国鋒の個人独裁の確立へと共産党の新執行部は突き進んで行った」が、
「天安門広場東西両側には」、マルクスら「４人の肖像画が掲げられた」こと
「は、毛沢東路線を引き継ぐことであり、個人独裁を容認することの表れであ」
り、「華国鋒失脚の最大の要因はこの点にあったと思われる」とする（93）。
この点に一定の解決を行った鄧小平こそが具体的な作業の後半の陣頭指揮を
とった彭真やそれを補佐した張友漁などとともに、よかれあしかれ1982年憲法
の原点を象徴する存在であったといえる。
なお最後に、劉松山の「82憲法の精神、作用および局限（性）」という最近
の一文から、つぎの個所を引用してむすびにかえたいと考える。すなわち、「憲
法改正の具体的な作業は1980年に胡喬木が責任を負うから、1981年に彭真が
責任を負うまで、その間の討論の内容には差異が大き」かったとされ、さらに、
19「82年憲法の局限」性にふれている。つまり、それは①「社会主義につい
てなお完全に明晰な認識に達していない状況下で制定されたものであ」り、②
「党政関係をいかに処理するかについていまだ具体的な操作のための規定を行
うことができてい」ず、③「重要な政治的な人物の影響を多く受けすぎ」てあ
り、④「自身の運行を保障する有効な監督メカニズムをいまだ樹立できていな
い」といった４つの点をそれぞれあげている（94）。
今日いわゆる「中国の特色」がことさら強調されている①はともかく、これ
までくリ返し指摘してきた③の「重要な政治的な人物の影響」を含めて、と
くに、「党の支配」か「憲法の支配」かが問われている②の「党政関係」処理
のための規定の欠如が適切に指摘されている点は示唆的であろう。とはいえ
1975年憲法と1978年憲法に続いてみたび憲法の内にそれを正面に置くことは
さておくとしても、「党政分業」や「党政分離」の限界や1982年憲法の原点そ
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の６ともかかわって、ここでの劉の指摘自体はわけても示唆的であろう。それ
は「憲法の目的か手段か」の問題を含めて、1982年憲法の原点その４ともかか
わって、④の「有効な監督メカニズム」の欠如という重要な問題につながって
いる。
ただし、それを憲法の内に置いても、あるいはその外に置いても、いずれに
せよ党の問題、すなわち「党政関係」の問題は「近代立憲主義（憲法）の継承性」
の問題とともに、1982年現行憲法の「原点」のみならず、その「現点」にとっ
ても依然としてきわめて厄介な問題であることにかわりはないのだが。今後を
期したい。
（注）
（１） 拙稿「1982年中国憲法の原点」（上）（『九州国際大学法学論集』第18巻第１・２合併号、
以下本稿（上）と略称する）、153－204頁。
（２） 張友漁「加強憲法理論的研究－在全国新憲法理論討論会上的講話」（中国法学会編『憲
法論文選』、1983年９月、法律出版社、以下『論文選』と略称する、１－16頁）、１頁。また、
「編集後の説明」によると、「中国法学会は1983年２月に北京の西山で新憲法理論討論会を
招集開催した」という（285頁）。なおここで、「いわゆる70年憲法草案」についても当時
においてふれられている点は重要であろう（浅井敦『中国憲法の論点』、1985年３月、法
律文化社、以下『論点』と略称する）の「第二部　中国憲法の論点」（51－162頁）の「第
七章　法制・光と影」（150－162頁）の「一　中国憲法史における陰影」（150－153頁）
の（二）、151－152頁）。
（３） 『論文選』、８頁。
（４） 同上、12－13頁。
（５） 張友漁「新憲法是我国最好的一部憲法」（上）（1983年７月４日）は、同（下）（1983年
７月５日）とともに、「中央が開催した省・市・自治区政法指導的幹部交替訓練班におけ
る張友漁同志の補導報告である」という（『張友漁文選』下巻、1997年２月、法律出版社、
以下『張文選』下と略称する、（上）232－256頁、（下）257－277頁）、232頁。
（６） 同上、240頁。この点は、本稿（上）における「『ある種の敵対階級の政治的権利を剥
奪する必要があることを正面から強調してい』ない」点と関連していると考えられる（192
頁）。
（７） 『張文選』下、245頁。
（８） 同上、255－256頁。
（９） 同上、260頁。
― 159 ―
1982年中国憲法の原点（下・完）
（10） 同上、266頁。
（11） 張友漁「関於修改憲法的幾個問題」（同等著『憲法論文集』、1982年７月、群衆出版社、
以下『論文集』と略称する、８－26頁）。ちなみに当時の憲法草案の討議にかかわって、
本刊記者「首都法学会座談憲法修改草案」（『法学雑誌』1982年第４期、２－３頁）によると、
その座談会の出席者のなかに賈潜などの名があることにとくに注目したい（２頁）。
（12） 『論文集』、17－26頁、18－19頁。なお張によると、「政治の分野のいくつかの主要な特
徴」として、まず①「全国人大常務委の権力を強化した」点があげられ、「かつてある者
が全国人大常務委はラバースタンプであると嘲笑した」ことにふれている（『張文選』下、
242頁）。また、②旧「ソ連が連邦制を実行」していた点にかかわっては、「わが国は各民
族人民が共同で創建したひとつの統一された多民族国家であり」、「長年にわたりすでに融
合して一体になった」とする（242－243頁）。さらに、「それゆえ、われわれは連邦制を採
用する必要はなく、ただ民族区域自治を実行する必要があるだけであ」るとした点も、「わ
れわれの特徴」とされている（243頁）。
（13） 『論文集』、19－20頁。
（14） 同上、23－24頁、23頁。この点については、本稿（上）、184－185頁などを参照願いた
い。なお、「戒厳法」（1996年３月）第３条第２項では、「省・自治区・直轄市の範囲内に
おける一部の地区の戒厳は、国務院が決定し、国務院総理が戒厳令を発布する」と定め
られている。
（15） 張友漁「従実際出発、認真討論－在中国社会科学院法学研究所召開的憲法修改草案座
談会上的講話（摘要）」（同等著『憲法論文集』（続編）（1982年８月、群衆出版社、以下『論
文集』（続）、１－９頁）、３－４頁。
 　なお、王漢斌『社会主義民主法制文集』上（2012年１月、中国民主法制出版社、以下『王
文集』上と略称する）所収の「鄧小平同志がみずから指導して1982年憲法を起草する」（16
－34頁）の「二院制をやる必要があるのか」（22－25頁）という部分では、つぎのような
経緯にふれている。すなわち、憲法改正において、「あるものが提起したように、政協を
上院とし、人大を下院とすると。さらにある指導的同志が提起したように、われわれは
連邦院と民族院をおくソ連のやりかたを参照できるかどうか、地区に応じて選出された
代表で一院を構成し、業種別に選出されたもう一院を構成する」という（22頁）。
 　また、「憲法改正委員会秘書処でさらにこの問題を検討しているとき、憲法改正委員会
副秘書長が政協にいき、二院制にかんする報告を行った」とされている（22－23頁）。
 　これにかんして、まず、①胡「喬木同志はこのことを批判し、この問題については、
1954年憲法を起草したときにもっぱら検討されており、そのとき、党中央が二院制はや
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［追記］本稿（上）の201頁に誤植がありましたので、お詫びして下記のとおり訂正させてい
ただきます。
記
　下から９行目
　誤　・・・）。本稿では、これを本稿では、・・・　
　正　・・・）。これを本稿では、・・・
 以上
